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半田市高齢者保健福祉計画・ 
第８期介護保険事業計画策定にあたって

１ 計画の策定の背景と目的 
日本の高齢者人口（65歳以上人口）は近年一貫して増加しており、令和元

（2019）年10月１日現在の高齢化率は28.4％となっています。今後も、高

齢者人口は益々増加し、特に後期高齢者人口（75歳以上人口）が急増すること

が予測されています。 

高齢化の急速な進行に伴い、地域社会では高齢者をめぐる様々な問題が浮か

び上がっています。一人暮らし高齢者・高齢者のみの世帯の益々の増加や孤立

化、認知症高齢者の増加、介護する家族の負担増やそれに伴う介護離職の増加、

高齢者虐待などの問題への対応が課題といえます。 

国においては、高齢社会対策の推進に当たっての基本的考え方を明確にし、

分野別の基本的施策の展開を図ることとして、平成30（2018）年２月16日

に「高齢社会対策大綱」が閣議決定されました。 

この大綱は、「高齢者を支える」発想とともに、意欲ある高齢者の能力発揮を

可能にする社会環境を整えることや、高齢者のみならず若年層も含めて、すべ

ての世代が満ち足りた人生を送ることのできる環境を作ることを目的として

います。 

この大綱に基づき、国においては、令和７（2025）年を目途に、高齢者の

尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で、

自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の包括的な

支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の一層の推進を図ることと

しています。 

これらのような課題に直面する中で、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え

手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」

として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながるこ

とで住民一人ひとりの暮らしや生きがいを地域とともに創る社会「地域共生社

会」の実現が求められています。 
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また、令和元年６月に取りまとめられた「認知症施策推進大綱」を踏まえ、

認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社

会を目指し、認知症の人や家族の視点を重視しながら、「共生」と「予防」を車

の両輪として、①普及啓発・本人発信支援、②予防、③医療・ケア・介護サー

ビス・介護者への支援、④認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への

支援・社会参加支援、⑤研究開発・産業促進・国際展開の５つの柱に基づいて

施策が推進されています。 

さらに、平均寿命が延びている中、介護が必要な期間が増加しており、健康

上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間（健康寿命）を延伸

していくことも求められています。 

そのほかに、国の社会保障審議会介護保険部会での議論を踏まえ、第８期計

画において重点的に取り組むべき項目として、「１．介護予防・健康づくりの推

進（健康寿命の延伸）」「２．保険者機能の強化（地域の特性に応じたつながり

の強化・マネジメント機能の強化）」「３．地域包括ケアシステムの推進（多様

なニーズに対応した介護の提供・整備）」「４．認知症「共生」・「予防」の推進」

「５．持続可能な制度の再構築・介護現場の革新」の５つがあげられています。 

半田市では、高齢者福祉に関する施策を総合的に推進するため、３年を１期

とする「半田市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」を策定しています。

令和２年度には、半田市高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業計画の計画

期間（平成30年度～令和２年度）が終了することから、国や愛知県の動向を踏

まえつつ施策の実施状況や効果を検証した上で、団塊の世代が75歳になる令

和７年（2025年）を見据え、本格的な超高齢社会に対応できる「地域包括ケ

アシステム」を深化、推進します。 
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２ 介護保険制度改正について
第８期の基本指針においては、介護保険部会の「介護保険制度の見直しに関

する意見」を踏まえて、以下について記載を充実することが示されています。 

（社会保障審議会  介護保険部会（第90回） 令和２年２月21日より）

（１）2025・2040年を見据えたサービス基盤、人的基盤の整備 

○2025・2040年を見据え、地域ごとの推計人口等から導かれる介護需要

等を踏まえて計画を策定 

※基盤整備を検討する際、介護離職ゼロの実現に向けたサービス基盤整備、

地域医療構想との整合性（病床の機能分化及び連携に伴い生じるサービス

必要量に関する整合性の確保）を踏まえる必要がある旨は第７期から記載。 

※指定介護療養型医療施設の設置期限（2023年度末）までに確実な転換等

を行うための具体的な方策について記載。 

※第８期の保険料を見込むに当たっては直近（2020年４月サービス分以降）

のデータを用いる必要がある。 

（２）地域共生社会の実現 

○地域共生社会の実現に向けた考え方や取組について記載 

（３）介護予防・健康づくり施策の充実・推進（地域支援事業等の効果

的な実施） 

○一般介護予防事業の推進に関して「PDCAサイクル沿った推進」、「専門職

の関与」、「他の事業との連携」について記載 

○自立支援、介護予防・重度化防止に向けた取り組みの例示として就労的活

動等について記載 

○総合事業の対象者や単価の弾力化を踏まえて計画を策定 

〇保険者機能強化推進交付金等を活用した施策の充実・推進について記載。

（一般会計による介護予防等に資する独自事業等について記載。） 

〇在宅医療・介護連携の推進について、看取りや認知症への対応強化等の観

点を踏まえて記載 

〇要介護（支援）者に対するリハビリテーションの目標については国で示す

指標を参考に計画に記載 

○PDCAサイクルに沿った推進にあたり、データの利活用を進めることやそ

のための環境整備について記載  
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（４）有料老人ホームとサービス付き高齢者住宅に係る都道府県・市町

村間の情報連携の強化 

〇住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況を記載 

〇整備に当たっては、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設

置状況を勘案して計画を策定 

（５）認知症施策推進大綱等を踏まえた認知症施策の推進 

○認知症施策推進大綱等を踏まえ、「共生」と「予防」を車の両輪とした認知

症施策の推進について５つの柱に基づき記載。（普及啓発の取組やチームオ

レンジの設置及び「通いの場」の拡充等について記載。） 

○教育等他の分野との連携に関する事項について記載 

（６）地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取

組の強化 

○介護職員に加え、介護分野で働く専門職を含めた介護人材の確保の必要性

について記載 

〇介護現場における業務仕分けやロボット・ICTの活用、元気高齢者の参入

による業務改善など、介護現場革新の具体的な方策を記載 

○総合事業等の担い手確保に関する取組の例示としてポイント制度や有償ボ

ランティア等について記載 

○要介護認定を行う体制の計画的な整備を行う重要性について記載 

〇文書負担軽減に向けた具体的な取組を記載 
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３ 計画の位置づけ 
＜ 法的位置づけ ＞ 

高齢者福祉計画は、老人福祉法第20条の８に基づくもので、高齢者の福祉の

増進を図るために定める計画です。介護保険事業計画は、介護保険法第117条

に基づき、市が行う介護保険事業の円滑な実施に関する計画です。 

＜ 高齢者福祉計画と介護保険事業計画との兼ね合い ＞ 

本計画は、地域包括ケアシステムの実現を目指し、高齢者の福祉に関する施

策を総合的に推進するために、両者を一体として策定するものです。 

＜市の上位・関連計画との位置づけ＞ 

市政の基本指針である第７次半田市総合計画のもと、半田市地域福祉計画、

第２次健康はんだ21計画、障がい者保健福祉計画・障がい児福祉計画等の保

健・医療・福祉に関する計画との整合を図ります。 

＜県の計画との位置づけ＞ 

県が策定する「第８期愛知県高齢者健康福祉計画」及び「愛知県地域保健医

療計画」との整合を図ります。 

【 国 】 

国の基本指針 

各種通知 

認知症施策推進 

総合戦略 

【 愛知県 】 

第８期愛知県高齢

者健康福祉計画 

愛知県地域保健医

療計画 

第７次半田市総合計画 

半田市地域福祉計画 

半田市高齢者保健福祉計画・ 
第８期介護保険事業計画 

・第２次健康はんだ 21計画

・障がい者保健福祉計画・障がい児福祉計画 

・半田市国民健康保険第２期データヘルス計画

        等

整合・連携 

整合 

整合 
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４ 計画の期間 
本計画の対象期間は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度まで

の３年間とし、前計画から引き続き、団塊の世代が75歳になる令和７（2025）

年までの中長期的な視野に立った見通しを示しています。 

具体的には、国勢調査などから推計される令和２（2020）年及び令和７

（2025）年における高齢者人口などを基に、半田市の実情に応じた地域包括

ケアシステムが持続的・安定的に展開されるためのサービス基盤の整備等、中

長期的な取組の方向性を見定め、本計画の施策へと反映させています。 

平成 
30 年度

（2018）

平成 
31 年度

（2019）

令和 
２年度

（2020）

令和 
３年度

（2021）

令和 
４年度

（2022）

令和 
５年度

（2023）

令和 
６年度

（2024）

令和 
７年度

（2025）

令和 
８年度

（2026）

第８期計画（本計画）

2021～2023 
第９期計画 

2024～2026 

第７期計画 

2018～2020 

＜2025 年までの中長期的な見通し＞ 


